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当社排出量

脱炭素素材･構工法開発グループ
【主な役割】
木質系材料、木構造、脱炭素に関する設計
ノウハウの強化

環境配慮認証技術習得グループ
【主な役割】
各種環境配慮認証の情報収集と認証取得
に向けた対応（CASBEE、LEED等）

ZEBグループ
【主な役割】
ZEB設計手法の習得・確立
ZEB設計に関連する各種データ収集・分析

技術開発ワーキンググループ
【主な役割】
技術開発および設計段階におけるCO2排出抑制
施策（お客様ニーズを技術・設計に反映させる）

作業所推進ワーキンググループ
【主な役割】
施工段階におけるCO2排出抑制施策
（作業所への指導と管理監督）

環境経営委員会
委員長：社長

支社店【主な役割】
取り組み方針の検討・策定・更新
①政府･関連省庁の情報収集　 
②お客様･他社情報の収集 　
③他業種･異業種との連携検討

管理ワーキンググループ
【主な役割】
CO2削減量の集計・分析・対外広報
（計数、対応策を把握し、委員会へ提言）

40%削減40%削減

環境への配慮
持続可能性

当社は環境方針の基本理念に
「大地への愛 人間への愛」を掲げ、
作業所において騒音対策、振動対
策、水質汚濁防止対策などを実施
しています。また、作業所から排出
される廃棄物の削減、循環型社会
を目指してリサイクル率の向上や生
態系保全に努めてきました。世界的
な解決課題である気候変動などの
環境問題についても、重要な経営
課題と捉え、温室効果ガスの排出

量削減を目指す「脱炭素化」に取り組んでいます。
2030年度までに施工段階におけるCO2排出量を40%（※1）

削減し、2050年度までにCO2排出量を実質ゼロとすることを

全社目標として設定し、CO2削減活動を継続しています。CO2
排出量は、工事量や工種工法により大きく変動するため、目標
値として「施工高1億円あたりのCO2排出量」である原単位
（t-CO2/億円）を採用しています。
目標設定後の3年度目である2023年度は、施工高1億円あ

たりのCO2排出量は2022年度の15.80tから12.28t（※2）と
22.3％の減少となりました。目標は前倒しで実現したものの、
削減への取り組みは継続していきます。
施工時の工夫や技術開発など様々な取り組みを通して、「脱

炭素化」を実現する具体策にスピードを上げて取り組んでまい
ります。

※1 2012年度から2014年度の3年度平均値対比。目標値は施工高1億円
あたりの排出量（原単位）で設定。

※2 日本建設業連合会の定める算出基準で計算。

「脱炭素」に向けた目標達成のた
め、社長を委員長とする「環境経営
委員会」を設置し、傘下の各ワー
キンググループにて脱炭素化に向
けた取り組みを組織横断で進めて
います。
2023年度には計6回の「環境
経営委員会」を開催し、委員長で
ある社長の出席のもと、各部門の
目標達成に向けた進捗状況の報告
や課題の洗い出し、脱炭素に関連
した技術開発や関連する法令・認
証制度等についての情報共有を
行っています。

「脱炭素」目標達成に向けた進捗状況

社長直轄の「環境経営委員会」

持続可能な社会の実現に向けて
CSRへの取り組み

※施工高1億円あたりの排出量（原単位）

環境方針

社長

私たちは、「大地への愛 人間への愛」の心のもと、
「社会から認められ社会から求められる企業」として、
建設活動を通じ、環境保全に取り組みます。

１． 事業活動の全段階で環境に与える影響を的確にとらえ、技術的、 
経済的に可能な範囲で利害関係者の見解に配慮します。

２． 環境目的および環境目標を設定し、定期的に見直すことにより
環境保全活動の継続的改善および汚染の予防を実行します。

３． 環境に関連する法規制および同意するその他の要求事項を順守
します。

４． 資源の有効活用と廃棄物の発生抑制に努め、環境保全を重視した
設計および技術開発を行います。

５． 全役員、全社員、全職員および当社の活動に関連する人々に環境
方針を周知します。

６． 環境方針は開示します。 
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当社設計施工のZEB・ZEH認証取得物件
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1.18
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建設汚泥
コンクリート塊

アスファルト塊
木くず

混合廃棄物
その他

原単位排出量（t-CO2/億円）

（t-CO2/億円）

リサイクル率

建設廃棄物発生量（万t）およびリサイクル率（％）

エネサーブ株式会社から「CO2フリー電力」を調達し、全国の
土木・建築の作業所でその導入を推進しています。同社と仮設
電気供給に関する基本契約を締結しており、作業所で使用する
電力に関しては、原則としてCO2排出係数がゼロの「CO2フリー
電力」を導入しています。エネサーブ株式会社はトラッキング付
非化石証書を用いて、再生可能エネルギー100%の電気を供給
しています。
2022年度以降着工の建築工事、2023年度以降着工の土木
工事に関しては、導入可能な作業所において「CO2フリー電力」
を100%導入しています。
今後も更に再生可能エネルギーの導入拡大等の取り組みを
通じて、施工段階におけるCO2排出量の削減を進めてまいり
ます。

工事で使用する電力に「CO2フリー電力」を導入

消費エネルギーと生産エネルギーの相殺により、実質的なエ
ネルギー消費量がゼロとなる建物「ZEB（ネット・ゼロ・エネル
ギー・ビル）」が注目を集めています。当社では2023年度末ま
でに、4件のZEB認証（エネルギー消費量正味100%以上削減）
と3件のZEB Ready認証（正味50%以上削減） を取得してい
ます。また「ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）」において
は2件のZEH-M Oriented認証（外皮断熱性能が全住戸で「強
化外皮基準※1（ZEH基準）」を満たし、エネルギー消費量正味
20%以上削減）を取得しています。現在設計中・施工中の物件
についても更なる認証取得を計画しています。
当社は、ZEBの導入を検討されているお客様に対して、ZEB
実現に向けたプランニングを実施できる認証制度「ZEBプラン
ナー」の認証を取得しています。ZEBプランナーは「ZEB設計ガ
イドライン」や「ZEBや省エネ建築物を設計するための技術や設
計知見」を活用し、一般に向けて広くZEB実現に向けた相談窓
口を有し、業務支援（建築設計、設備設計、設計施工、省エネ
設計）を行い、その活動を公表する事業者です。環境省および

経済産業省が実施しているZEBへの補助金事業については
ZEBプランナーの関与が必須となっています。2025年度に当
社が受注する設計業務のうち、ZEBが占める割合を50%以上
とすることを目標とします。
当社はZEBに対する知見を活用し、お客様へZEB化を目指

した最適設計の提案及び施工を行い、脱炭素社会の実現に取り
組んでまいります。

ZEBの実績拡大に向けた取り組み

※1 強化外皮基準とは、地域毎に定められた外皮（熱的境界にある外壁・天井・屋根・窓・ドアなど）の断熱性能基準（外皮熱貫流率UA値）のこと。
※2 エネルギー消費量削減率は、建物用途別の基準値に対するエネルギー消費量削減率を示す。

建設現場におけるCO2排出源の一つである建設機械で使用する軽油
の削減に取り組んでいます。電動・ハイブリッド重機の利用、軽油代替燃
料の活用を積極的に推進しています。
電動重機やハイブリッド重機の導入により、従来の燃料を使用する重機

に比べてCO2排出量を大幅に削減することができます。また、植物油を
原料としたバイオディーゼル燃料や天然ガスを原料としたGTL燃料など
の軽油代替燃料を使用することや、燃料添加剤を活用することで燃料の
効率性を向上させながらCO2排出量を削減する取り組みも行っています。
このような取り組みの拡大により、建設現場におけるCO2排出量の
削減に貢献し、環境への配慮と持続可能性を重視した技術革新を通
じて、建設業界のエコフレンドリーな未来を実現することを目指して
います。

電動・ハイブリッド重機と軽油代替燃料の活用

建設業では、多くの資材やエネルギーが使用され、多くの環
境負荷が発生しています。当社では、持続可能な循環型社会の
形成のために、事業活動を通したインプットとアウトプットを集
計し、物資やエネルギーのフローを管理しています。これらを定
量的に把握し、資材・エネルギー共に天然資源の使用を抑え、
再生資源の有効利用を推進しています。また建設副産物につい
ても、発生抑制やリサイクルによる再資源化に努めています。
作業所・オフィスのCO2総排出量の状況については、作業所

においてはCO2フリー電力の導入を推進したこと、オフィスにお
いては照明のLED化や省エネ型空調設備への更新を進めたこ

とにより、前年度比14.0%の減少となっています。
建設廃棄物については、排出総量は前年度比で13%削減と

なっていますが、建設汚泥及びコンクリート塊の比率が減少して
混合廃棄物の比率が増加したことから、全体のリサイクル率は
低下しています。また、近年は廃プラスチックの海洋汚染が問題
となっており、梱包材の簡素化等による使用量の削減に加え、日
建連等関係団体から情報収集を行いリサイクル率の向上に取り
組んでいます。
引き続きCO2排出量や建設廃棄物の削減に努め、環境保全

に向けた取り組みを進めてまいります。

マテリアルフロー

持続可能な社会の実現に向けて
CSRへの取り組み

三井不動産 
ロジスティクスパーク新木場Ⅰ

2023年2月竣工
ZEB認証取得
エネルギー消費量削減率 126%※2

三井不動産 
ロジスティクスパーク海老名南

2024年3月竣工　
ZEB認証取得
エネルギー消費量削減率 100%※2

野村不動産
Landport横浜福浦

2023年9月竣工
ZEB Ready認証取得
エネルギー消費量削減率 63%※2

NTT都市開発
ウエリス瑞穂公園

投入エネルギー

2024年5月竣工　
ZEH-M Oriented認証取得
エネルギー消費量削減率 26％※2

電動重機（ボルボ建機）

INPUTINPUT
副産物

●建設汚泥 6.6万t
●コンクリート塊 3.9万t
●アスファルト塊 1.1万t
●木くず 0.3万t
●混合廃棄物 0.2万t
●その他 0.5万t

ガス

6
万㎡

電力

443
万kwh

化石燃料

3,714
Kℓ

OUTPUT

1.18
 万t-CO2

二酸化炭素

CO2

12.5万t
（リサイクル率：97.5%）

建設廃棄物

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

P
R
O
J
E
C
T 

R
E
P
O
R
T

環
境
へ
の
配
慮

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
に
向
け
て

21 ZENITAKA  CSR REPORT 2024 22ZENITAKA  CSR REPORT 2024


